
 

 

令和７年度 一般会計 第４号補正予算 概要 
（単位：千円） 

予算科目 事務事業 補正予算額 主な内容 担当所管 

総務費 区民防災力向上推進事業 160,350 
１ 消火器及び住宅用火災警報器の購入に対する補助事業 

建物火災からの被害を軽減するために、区内全世帯を対象とした消火器及び住宅用火災
警報器の購入に対する補助事業を3年間限定で実施する。 

災害対策課 

総務費 防犯活動支援事務 21,427 

１ 侵入盗対策（防犯対策に係る防犯設備の設置及び物品購入）補助金 
区民の体感治安向上とともに、長期的に自主防犯力の向上を促すことで区内刑法犯認知

件数の減少を図るために、都の侵入盗対策を中心とした防犯機器等購入緊急補助事業を活
用し、侵入盗対策物品補助を拡大する。 

危機管理課 

総務費 防災センター設備更新事業 △56,232 

１ 防災センター映像系システム機器リース料 
当初の令和7年度設置工事、令和8年4月の本稼働から4年間で計5年間のリース契約から、

令和7年度は設置工事と試行運用期間とし、令和8年4月の本稼働から5年間のリース契約に
見直すこととし、令和7年度の費用負担がなくなることから、計上していた予算を減額する。 

災害対策課 

民生費 
認証保育所等利用者助成事業 
地域型保育事業 
家庭的保育事業 

329,077 

１ 保育料等第1子無償化に伴う運営費給付等の増 
都制度として、年齢や所得にかかわらず保育料等第1子無償化を令和7年9月（予定）から

実施する方針が示されたことから、区でも現在無償化となっていない0～2歳児の第1子保育
料等の無償化を実施する。 

幼稚園・地域保
育課 

民生費 学童保育室運営事業 275,676 

１ 放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業 15,623千円 
経験年数や研修実績に応じた賃金改善の仕組みを設け、学童保育室の放課後児童支援員

の処遇改善を促進するため、賃金改善に係る費用補助の対象を拡大する。 

２ 東京都認証学童クラブ事業 260,053千円 
子供の健全な育成と遊び、生活支援の推進や保護者ニーズに応える多様なサービスを提

供するため、都が認証学童クラブ事業を新設することに伴い、区も補助事業を実施する。 

学童保育課 

民生費 
介護保険事務 
障がい福祉事務 

185,291 

区内介護サービス事業所・障がい福祉サービス等事業所を対象に、物価高騰支援を目的とし
た区独自の特別給付金を支給する【上半期分（令和7年4月～令和7年9月分）】。 
 
１ 介護サービス事業所への物価高騰支援に係る区独自の特別給付金 139,849千円 

２ 障がい福祉サービス等事業所への物価高騰支援に係る区独自の特別給付金 45,442千円 

介護保険課 
障がい福祉課 



 

 

予算科目 事務事業 補正予算額 主な内容 担当所管 

民生費 子ども医療費助成事業 34,272 

１ 入院時食事代（食事療養標準負担額）の助成 
子育て世帯の需要に応え、子どもの健やかな育成に寄与するために、現在助成対象とな

っている一般医療や歯科、調剤等の自己負担分に加え、令和7年10月から、入院時食事代の
自己負担分全額を新たに子ども医療費助成対象とする。 

親子支援課 

環境衛生費 
新型コロナウイルスワクチン
接種事業 

825,653 
１ 新型コロナウイルスワクチン定期接種委託料 

令和7年10月1日から実施する新型コロナウイルスワクチン定期接種の接種費用につい
て、令和6年度と同様に区独自で無料とする。 

保健予防課 

土木費 住宅市街地総合整備事業 30,000 

１ 千住大川端地区Ａ工区道路詳細設計負担金 
令和9年度より実施される道路整備に向けて、令和7年度中に道路詳細設計を完了する必

要があるため、地権者（3者）と早急に再度協定を締結し、千住大川端地区道路詳細設計業
務を実施する。 

まちづくり課 

教育費 
小・中学校児童・生徒保護者
負担軽減事業 

44,721 
１ 小・中学校入学準備金（令和8年度入学予定者）支給に係る事務費 

令和7年度第2号補正予算で計上した小・中学校入学準備金について、支給事業に必要な
事務費を補正計上する。 

学務課 

教育費 
スポーツ施設指定管理者管理
運営事務 

29,920 

１ 総合スポーツセンター防犯カメラの新設・更新 
敷地内での迷惑行為に対して近隣住民から繰り返し苦情が上がっていることから、施設

の安全性を確保し、周辺区民の体感治安の向上を図るために、既存防犯カメラの更新と不
足箇所への増設を行う。 

スポーツ振興課 

教育費 
奨学金返済支援助成事業（社
会人） 

20,000 

１ 社会人を対象とした奨学金返済支援助成事業 
現行の奨学金返済支援助成制度は、在学中の高校生・大学生等を対象としており、応募し

ても実際に助成金が支払われるのは社会人となっているため、より即時性のある就職後の
経済支援と足立区への定住を促進するため、新たに社会人を対象とした制度を創設する。 

学務課 

教育費 パラスポーツ推進事業 15,809 

１ デフリンピック機運醸成・会場周辺啓発装飾事業 
令和7年11月に日本初開催となるデフリンピックの認知度をさらに高め、会場区として大

会を成功させるために、会場周辺の啓発装飾や、デフアスリートによる小中学生への出前
教室といった、機運醸成事業を実施する。 

スポーツ振興課 

教育費 

私立幼稚園等園児保護者負担
軽減事業 
幼稚園地域子ども・子育て支
援事業 

5,792 

１ 私立幼稚園 満3歳児（保育園でいう2歳児クラス）第1子の預かり保育助成金の拡充 
東京都が示した、年齢や所得にかかわらず第1子の保育料等を令和7年9月から無償化する

方針に基づき、幼稚園の満3歳児（保育園でいう2歳児クラス）課税世帯第1子の預かり保育
料を新たに助成の対象とする。 

幼稚園・地域保
育課 



 

 

予算科目 事務事業 補正予算額 主な内容 担当所管 

教育費 
図書館の大規模改修・開設事
業 

△3,620 

１ 梅田八丁目複合施設設計業務委託 15,440千円 
整備方針の変更に伴う仕様変更により、設計業務における3か月程度の業務量の増が生

じ、また、建物の一部が特殊な構造となることから、建築確認の本申請前に確認機関に事前
審査が必要となったため、係る経費について補正計上する。 

２ 中央図書館リニューアル設計業務委託 △19,060千円 
デザインや機能性の調和を図り、一体的なリニューアルを実施するために、図書館1階の

実施設計及び外構の設計（池の撤去、駐輪場の整備等）を追加する。これに伴い、委託期間
が令和9年度まで延伸となり、今年度の支払い額が減額となることから、減額補正を行う。 

中央図書館 

教育費 

小学校要保護・準要保護児童
就学援助事業 
中学校要保護・準要保護生徒
就学援助事業 

△294,448 

１ 小・中学校就学援助費の減 
小・中学校教育費の負担軽減策（補助教材費、修学旅行費・自然教室費、入学準備金の支

給）の実施に伴い、当該負担軽減策から支出される部分は、就学援助から支出する必要がな
くなるため、就学援助費を減額補正する。 

学務課 

教育費 小学校施設の保全事業 △440,000 

１ 渕江小学校全体保全工事設計時期変更に伴う工事費の減 
令和6年度の設計委託が受託者の申し出により契約解除となったことから、令和7年度の

工事が着手不可となった。このため、令和7年度に実施予定であった工事のうち、早急に対
応すべき体育館照明（ＬＥＤ化）改修工事の費用を除き、減額補正する。 

学校施設管理課 

 

令和７年度 国民健康保険特別会計 第１号補正予算 概要 
（単位：千円） 

予算科目 事務事業 補正予算額 主な内容 担当所管 

－ 国民健康保険一般事務 99,986 

１ 標準準拠システム切り替えに伴うツール改修及びユーザー検証等委託 
国民健康保険システムの令和8年1月の標準準拠システムへの切り替えにあたり、切り替え

後も正確かつ迅速に業務を行えるように、ツール改修及びユーザー検証業務等を委託する。 
国民健康保険課 

 

令和７年度 後期高齢者医療特別会計 第１号補正予算 概要 
（単位：千円） 

予算科目 事務事業 補正予算額 主な内容 担当所管 

－ 後期高齢者医療一般事務 16,009 

１ 被保険者証廃止に伴う資格確認書交付に係る郵送料 
資格確認書の交付に関する暫定運用が令和8年7月末まで継続することとなったことから、

当初予定した「資格情報のお知らせ」の交付に係る郵便経費を減額し、「資格確認書」の交付
に係る簡易書留経費を増額計上する。 

高齢医療・年金課 

 


